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第２回手話言語及び情報コミュニケーションに関する条例の検討会議専門部会 概要 

（手話言語条例（案）の検討） 

 

１ 日 時  令和７年６月 10日（火）14：00～14：50 

２ 場 所  広島県庁 本館 ６階講堂 

３ 出席者  別紙出席者一覧のとおり 

４ 次 第  別紙のとおり 

５ 会議概要 各委員の発言は、いずれも要旨である。 

 

（１） 開会 

事務局から委員の出席状況について説明 

 

（２）「手話言語条例」の素案及び条例名に対する意見について 

資料２及び資料３により、事務局から説明 

（会長） 

まずは素案について質問・意見をお願いしたい。 

（委員） 

 前文について、追加意見を出したい。昭和 20年の被爆後、各市でろうあ協会が設立され、ろう

者はその経験を手話で語り継ぎ、受け継いできた。各市におけるろうあ協会の活動がなければ、

経験の受け継ぎは難しかったので、そのことも文言に追加してほしい。 

（事務局） 

 手話に関連する団体は様々あり、本条例制定の会議についても多くの団体に参加いただいてい

ることから、特定の団体名を入れるのは控えたいと考えており、現行どおりの記載としたい。 

（委員） 

 事務局の意見について了解した。先のろうあ連盟の意見はなしとする。 

 もう一点、目的において「手話の習得の機会」を「手話の使用及び習得の機会の確保」として

はどうか。基本理念では「手話の使用」が記載されていることから、記載漏れかとも考えたがど

うか。 
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（事務局） 

 県民がより多くの機会に手話を使用する社会の実現を目的に、「手話の使用」という文言を入れ

ている。条文形式にした際にどのような表現が良いのか、事務局として整理したい。 

（委員） 

 了解した。 

（委員） 

 「５ 学校に対する手話の習得の機会の確保への支援」３行目に、「必要な人材の確保」との記

載がある。他県ではあまり見られないが、具体的になにを指しているのか。 

  （事務局） 

   現時点で確約はできないが、本条において事務局で想定しているのは、学校からの求めに応じ

て手話学習取組の先進事例・カリキュラムなどの情報の提供、手話言語理解促進を目的とした小

中高向けの学習教材作成・配布、あいサポート運動を活用した出前講座などの技術的な助言、「必

要な人材の確保」の部分については手話の習得に必要な人材として、手話通訳者など講師のあっ

せんをイメージしている。 

 （委員） 

   内容を聞くと、文中にある情報の提供や必要な支援に含まれる。「必要な人材の確保」は削除し

てはどうかと思うが、どう考えるか。 

  （事務局） 

   １回目の検討会議後、委員に意見照会をした際に提案があり反映している。削除については、

会議の意見に応じて対応したい。 

  （委員） 

   ろうあ連盟としてはそのままの文言としてほしい。学校の先生は手話をすべてわかるわけでは

ない。折角手話を覚えても異動してしまい、その後にまた手話を知らない先生がきてしまう。厳

しい表現だというなら、文末を「努める」に変えるのはどうか。 

  （委員） 

   学校では、手話が習得できていない職員に対して研修を行っている。県としても専門性の向上

として、様々な研修の機会を設けており、学校の中で子供たちが必要なコミュニケーション手段

が獲得できるよう努力している。 

 ただ、人材の確保について、教員の配置については法に基づいて実施しているため、その他に

職員を配置することができない。幅広い意味に受け止められてしまうため、条例の文言としては

相応しくないと考えている。 



3 

 

  （委員） 

   意見も分かるが、いまは手話言語条例の話である。学校の中で手話を使うということであれ

ば、手話通訳を連れてくるではなく、手話ができる人が学校にいることが大事だと考える。教員

の数を増やして欲しいというわけではなく、適材適所で手話のできる人を配置して欲しいという

ことであり、そういった意味でも文言は残してほしい。 

  （委員） 

手話をできる人材を適材適所ということであるが、先ほど申し上げたとおり法律に基づいて配

置することとされている。そのため、手話が十分でない教員に対し、手話の研修等を重ねて行う

ことで、専門性の担保を考えている。 

 （会長） 

  私から委員に確認したいが、「努める」に変えてみてはという意見があったが、それでも難しい

ということか。 

 （委員） 

  教員の配置については、法に基づいて配置されるとされており、「努める」という文言でも非常

に困難と考える。文言として幅広に解釈されることが懸念されるので、削除してほしいと考えて

いる。 

  （会長） 

   他県では、教員の確保について記載している条例もある。他県で記載が出来て広島県で難しい

理由は何か。 

 （委員） 

   他県の情報をもってないので、お答えを控えたい。 

  （会長） 

   他県の条例では記載されており、広島県では記載できないとしたら、その理由について何らか

の説明が必要と思う。そのあたりについては、事務局に継続して調査をしていただくということ

で良いか。 

 （事務局） 

  様々な意見をいただいたが、県としても条例をつくる上で、誤解を招くような表現や、県の考

えと当事者の受け取る思いが乖離することは避けるべきと考えている。該当の部分は今課題が明

らかとなったので、事務局で一旦預かり、教育委員会も含めて検討し、再度提案させていただ

く。 
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 （会長） 

  教員への研修については既に行われているとのことであったが、他県の条例では研修について

入れているものもある。そういったことを条例に入れることについては、教育委員会の立場では

どう考えているか。 

 （委員） 

  学校では児童生徒の実態が多様なことから、適切な手段を選択する、あるいは組み合わせて使

っていくことが求められていると考えている。児童生徒が適切なコミュニケーションを選択して

使用できることができるよう、指導を行っているところ。そのため、教員としては、様々な手段

について知識を広げ、そのための研修を各学校で行っている。条例に研修について盛り込むかは

私の方で考えがない。ただ、学校現場では既に様々な研修を実施している。情報の提供やその他

必要な支援に含まれるかと考えている。 

  （会長） 

  「必要な支援」に含まれるかと思うが、手話言語条例が作られる背景として、学校で禁止され

ていた、軽んじられていたという歴史的な背景もあるので、既に実施していることでも改めて記

載することは意味があると考える。この部分も含めて、事務局に改めて検討していただくことで

よろしいか。 

  （委員） 

  教育委員会からの説明を聞くと、先生の数の確保を、増やすという意味で受け取っていない

か。今いる教職員に技術を身に付けてほしいという意味で、「人材の確保」を受け取っている。折

角手話を身に付けても、異動等で身につかないのではと考えている。 

（委員） 

 聴覚障害のある子どもに対し、手話が大事であることは認識している。手話ができる職員を増

やすという意味には捉えていない。手話ができる職員が聴覚障害のある学校から異動することも

あるが、そのことで他の学校で支援の助けになることも多くなる。そういったことも含めて、県

全体で教員が配置されていると考えている。 

（委員） 

異動の点は了解している。義務的な言い方になっていると思うが、柔らかな言い方に変えて

も、「必要な人材の確保」は残して欲しい。それが省かれると、「必要な人材」が無いと捉えられ

かねない。できるように努力をして欲しいということで、柔らかい文言に変えられないか。 

 （会長） 

 この場で議論を進めるには情報が不足している部分もあるので、事務局で再度調査・整理し

て、委員に示してもらうことでよいか。 
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 （委員） 

  よろしくお願いします。 

  （会長） 

  私から１点提案がある。「言語としての手話の認識」の部分について、「県民は手話を言語とし

て認識するよう努める」となっている。認識で終わってしまい、その上でどのような行動をとる

か示されていない。「県民は手話を言語として認識し、手話を使う権利が尊重されるよう努める」

としてはどうか。手話が言語であることを認識する、それに基づいて、手話が必要な人が具体的

な場面で手話を使えるよう、協力していくという意味合い。 

  （委員） 

  とても良い意見だと思う。私たちとしても是非追加して欲しい文言。 

  （委員） 

   今日は条文を考えているが、制定後に効果が出ていない条例が多い。「４ 手話の習得の機会の

確保」が本当にできるのが心配である。他県で先進事例があると思うが、なにか県としてイメー

ジがあるのか。 

  （事務局） 

   実際の取組については検討中。乳幼児の手話習得環境について、まずは実態把握を行い、手帳

初回交付時に保護者に情報提供できるシステムなどを考えていきたいが、具体的にはっきりとあ

る訳ではない。この条例と並行して考え、お示ししていきたいと考えている。 

（委員） 

 乳幼児の聴覚検査では、聞こえないことが分かった後、３カ月放置される。待たなくても親の

支援をしてもらえるような制度を作ってほしい。 

（会長） 

 他になければ、資料３の条例名について移りたいが。こちらについてはなにか意見はあるか。 

（委員） 

 特に意見なし 

 （会長） 

  それでは、専門部会案で「広島県手話言語条例」とさせていただく。 

  本日の議論を踏まえて、事務局の方で進めてほしい。 
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（３） 閉会  

（事務局） 

短い時間であったが色々御意見いただいた。特に学校の部分については、宿題として事務局で

お預かりする。表現方法については、誤解を与えないよう、慎重に適切な表現とし、県として理

由を示した上で提示させていただく。 
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第３回手話言語及び情報コミュニケーションに関する条例の検討会議 概要 

（障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション条例（案）の検討） 

 

１ 日 時  令和７年６月 10日（火）15：00～16：30 

２ 場 所  広島県庁 本館 ６階講堂 

３ 出席者  別紙出席者一覧のとおり 

４ 次 第  別紙のとおり 

５ 会議概要 各委員の発言は、いずれも要旨である。 

 

（１） 開会 

事務局から委員の出席状況について説明 

 

（２）「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション条例」の素案及び条例名に対する意見につ

いて 

資料１及び資料３により、事務局から説明 

  （事務局） 

   手話言語条例専門部会の議論について報告させていただく。手話言語条例の条文案において、

学校分野の「必要な人材の確保」という文言について、再度事務局で整理することになってい

る。障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション条例についても、学校に関する項目で

「必要な人材な確保」の文言を入れている。手話言語条例にこの文言を入れる際、事務局として

横並びで入れた経緯があるので、専門部会の議論に併せて対応したいと考えている。 

 議論の内容を簡単に申しあげると、県と学校と当事者の思いが一致せず、誤解を与える可能性

があるという意見があった。実際に教員を確保すると解釈されないかということについて議論が

あり、削除するべきという意見、残すべきという意見、あるいは文末を「努める」の文言に変更

する等、様々な意見を頂戴した。どのようにするかは事務局にて整理し、対応方針を決定した

ら、各委員にお示しをしたい。 

（会長） 

この部分について、検討会議として意見はあるか。 
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（委員） 

 元々私が「必要な人材の確保」を提案したので、再度意図を説明させていただく。北海道ろう

学校における訴訟判決で、「人が足りないから仕方がない」というろう者からみて極めて不当な判

決がされており、この判決が悪用をされてしまうと困ると考えている。ただ、学校現場に対して

手話のできる教員の確保を負わせるわけにいかず、行政として現実的にできる方法でやった方が

よいと考えている。表現について、別の言い方に変えるのは良いと考えているが、条文内に入れ

ておく必要はあると考えている。 

（委員） 

 現実的にできる方法とのことだが、学校においては、子供たちの一人一人に応じたコミュニケ

ーション手段の獲得を重要視しており、実態に応じた適切なコミュニケーションが行うことがで

きるよう指導している。そのため、学校や県では、教員の専門性向上を目指し、人材育成・専門

性の担保を図っている。現在の文言では、誤解を与える可能性があるため、削除してはどうかと

意見を出した。 

（委員） 

 障害のある人への差別と偏見については、半世紀経ったが全く減っていないと懸念している。

学校に良い先生は沢山いるが、特別支援教育はあまり進んでいない。不登校が増えているが、障

害のある子供との接点を増やすことで、ある程度防げるのではと考えている。この条例で一番大

事なのは障害に理解のある人を増やすことと考えている。児童期から、地域のあらゆる人材を活

かして協力体制を求めていくことはとても大事なことだと思う。そういった観点で、「支援体制を

構築する」などに文言を変更し、地域との連携、地域の人材を活かすという意味合いの文言も検

討できるのは。 

（委員） 

 歴史的経緯も踏まえた上で手話言語条例が成立していることを忘れないでほしい。学校で手話

が禁止され、手話ができる教員を一方的に追放してきたという、残念な歴史がある。それに対す

る反省の上に手話言語条例が出来ていることを考えると、本来であれば、手話のできるろう者が

教員として配置されないと話しにならない。ただ、実現可能性から、それを明記する訳にはいか

ないのは理解している。「誤解される」という言い方は残念。学校が努力していることについて意

見を言っているわけでない。条例を作るのは、過去の間違った歴史を清算し、より良い社会をつ

くっていくことである。委員の皆様には、歴史的な認識を持った上で考えてほしい。 

 （委員） 

  視覚障害者情報センターは中央特別支援学校に隣接しているが、全国的に視覚障害の生徒は減

少し、一般校に入っている生徒が増えている。視覚障害についての意思疎通は点字だが、一般の

学校では点字に訳すことが課題となっている。ボランティアに頼っているが、高齢化もしており

将来的な不安を感じている。「人材の確保」は非常に幅が広いと考えるが、教員だけでなく様々な
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支援する人材がいるということを考えていただきたい。 

 （委員） 

  専門部会でも削除には反対させていただいた。教育委員会は障害のある子供に対し、特別支援

学校で集中的に考えているのだろうが、一般校に通っている子供も増えている。この状況に対し

ては、先生に向けた支援が必要。人材の確保は大事なので、是非残してほしい。 

 （委員） 

  地域の小中学校、高等学校、その他の学校には様々な障害のある子供が通っており、個々の子

供たちに必要な支援の重要性も認識している。例えば、特別支援学校のセンター的機能として、

特別支援学校の教育相談主任が小学校・中学校・高等学校に訪問したり、電話で相談を受けたり

する支援体制を構築している。また、県としても特別支援学校だけでなくすべでの学校で障害の

ある子供たちへの指導の専門性を考えて、様々な施策や情報提供を実施している。歴史的経緯は

大変重く受け止めている。そのうえで、様々な実態の児童生徒が在籍することを考えると、すべ

ての学校において高い専門性のある指導が行われるよう取り組んでいるところである。「必要な人

材の確保」と記載されていた場合、職員の配置に係る人材と幅広に誤解して捉えられかねない可

能性があるため、条例として記載せず、情報提供や必要な支援に含まれるとして意見を出させて

いただいた。 

 （委員） 

  「誤解を与えかねない」という言葉は、この会議で使ってほしくない。誤解をすると思ってい

るのは、その発言者である。誤解しないような条文にすれば良いだけで、県民への啓発も謳って

いるのであるから、誤解を与えかねないという発想自体が障害者に対する差別や偏見ではない

か。色々実施しているというが、それなら何故学校現場の教員から子供たちへの差別が無くなら

ないのか。おためごかしの言い方をしないでほしい。言っていることはわかるが、言っているこ

とと現実にギャップがありすぎる。環境を前進させるため、条例の議論をしていることを忘れな

いで欲しい。  

（会長） 

 このことについては専門部会でも多くの御意見をいただいた。大事なテーマではあるが、時間

も限られているので、事務局で整理し、委員に示すように進めさせていただきたいと思う。 

（各委員からの異議なし） 

（会長） 

 それでは、素案について他の意見・質問を受け付けたい。 

（委員） 

 障害の社会モデルについては、現場ではまだ支援体制が整っていないと感じているが、大切に
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していきたいと考える。その中で制定後の普及啓発について説明があったが、県として、条例制

定後の普及に向けた啓発資料について、どのようなことを考えているのか、補足説明をお願いし

たい。 

（事務局） 

 県では既にあいサポート運動の啓発パンフレットを作成しているが、他県では条例制定後に、

どのような障害特性と意思疎通があるかを説明する啓発資料をつくっている。それらを参考に、

県民にわかりやすい啓発資料を検討してきたい。 

（委員） 

 当協会としても是非協力していきたいので、今後共有していただきたい。もう一点確認になる

が、意思疎通手段の文言整理について、今後の整理は理解した。今回発達障害や自閉症の人向け

の意思疎通手段も盛り込んでいただいたことで、画期的な条例になると考えている。ただ、条例

における定義の意思疎通手段の列挙は、全ての障害者が対象ということを表す大事な部分である

と考えているので、県においては留意をしてほしい。 

（事務局） 

 意思疎通手段の幅広い列挙は、県としてもオリジナルであり、可能な限り採用したいと考えて

いる。新旧の入り乱れや重複等ないか整理する中で、文言を修正するのはご理解いただきたい。 

（委員） 

 事業所の役割について、基本理念に入れてもらったことに感謝する。職場については対象が不

明確であったが、記載していただいたので分かりやすくなったと思う。基本理念に記載したこと

で、事業者や県民が考えるきっかけになると思う。条例制定により、実際にどのようになってい

るか、そして建設的な対話ができるような条例になれば良い。普及啓発資料についても言及して

もらったが、あいサポート運動の冊子も刷新され、視覚障害や知的障害の人にも分かりやすくな

っている。私達の活動の中でも活用しているので、こういったものが広まるとよい。 

（委員） 

 当事者からの意見を取り入れており、良い条例が出来ると思う。県議会には、関係者団体から

概ね理解を得た、あるいは一定の理解が得られた、という文言を添えて提出するのでしょうが、

そういったファイルを作成するのは若い職員ですかね。本当にそうか、実際には違うと思うのな

ら、（嘘）のファイルを作るか、公益通報という手段もあるので、そのあたり、若い職員の感性に

任せたいと思います。懸念しているのは財政上の措置。「努める」になっているが、「講じなけれ

ばならない」にして、縛ってほしい。何かをやる場合予算が伴うことが多く、結局予算が無いと

言われ、折角の条例が絵に描いた餅状態になりかねない。そのような条例を制定することに加担

したと言われたくない。必ず「講じなければならない」、としてください。 
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（事務局） 

 財政上の措置については、県の予算には限りがあることもあり、我々も予算の確保につとめる

が、現行通りの記載とさせていただく。 

（委員） 

 国から交付があっても、流用されてしまうこともある。県として「努める」にすれば条例違反

を避けられると考えているのであれば、考えを改めていただきたい。当事者の方を向いて、実効

性のある条例とするため、財政上の措置は義務化してほしい。 

以前の苦い経験から。 

東京の情報文化センターの事業で、国からの委託で、全国要約筆記指導者養成講座があった際、

全国の都道府県から５名の枠で募集があった。広島県要約筆記サークル連絡会として、関係者に

声をかけ、長期で、東京まで行って宿泊して研修を受けるということになりますが、と無理を言

って５名の方に受講してもらうことになった。厚生労働省からは、各都道府県に５名分の交通費

と宿泊、研修にかかる諸費用が全額補助されるということだったので、県に申請すると、「そんな

お金はない」と言われた。あれ？話が違う、と思い、厚生労働省の担当者に確認すると、「ちゃん

と、各都道府県には地方交付税に上乗せして、渡してあります」という回答。そのことを県に伝

えると「１名分、確保したので、これで勘弁してほしい」と言ってきました。仕方なく、５名に

１名分の予算を分けて、不足分を自腹で行ってもらい、大きな経済的負担をかけてしまったとい

う経緯がある。地方交付税というのは、各自治体が何にでも使える予算ということで、県は、す

でに他の予算に振り分けていたのでしょう。１名分をどこからかかき集めたのか知りませんが、

本来なら５名分あったと思います。予算措置の根拠がないと、同じように国から、この条例のた

めに下りた予算を流用され、目的外使用という事態になります。そうならないために、財政上の

措置では、「講じなければならない」という表現にすることを強く要請します。 

（会長） 

 事務局として、意見を聞いたということでよいか。 

（事務局了解） 

（会長） 

それでは私から、障害者の役割の部分について意見をさせていただく。修正をしてもらってい

るが、修正案でも「努める」が残っているのが気になる。例えば、「意見表明の権利を有する」権

利を使うこと、つまり「意見を表明することが奨励される」などとしてはどうか。条例が障害者

個人に何か義務を課すのではなく、権利を保障する文面にした方がよいかと思う。条約や他の条

例で記載されているケースもあるので、改めて事務局は検討してみてほしい。 

 委員から、この項目について他に御意見あるか。 

（各委員からの意見なし） 
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（会長） 

   それでは、素案は以上として、条例名について議論させていただく。事務局からは、正式名称・

通称ともに国の法律に準じた提案があったが、意見はあるか。 

  （委員） 

   通称が長いとは感じるが、提案された内容と理由について特に問題はないと考えている。 

  （委員） 

   長いとは思うが、アクセシビリティは十分に知られていない単語であり、通称で採用するのは賛

成である。 

  （委員） 

   条例制定後に向けた普及で、兵庫県のような愛称も検討してほしい。条例制定をきっかけに、県

民の障害への理解が進み、様々な研修等増えればよいと考えている。 

  （会長） 

   他に御意見はないようなので、本日の内容を踏まえ、事務局で整理をお願いしたい。 

   最後に、今後のスケジュールについて事務局に説明をお願いしたい。 

  （事務局） 

   本日の意見も踏まえ、２つの条例の素案を完成させ、庁内における法制部局との協議や県議会に

おける説明を実施する。その後、7 月にパブリックコメントを行うとともに、県の施策推進協議会

への諮問を予定している。次回の検討会議は８月を予定している。次回の会議では、パブリックコ

メントも踏まえた県の修正内容を報告させていただき、９月議会に議案として提出したいと考えて

いる。 

  （委員） 

   学校における「必要な人材の確保」については、いつ頃までに整理するか。 

  （事務局） 

   できれば今月中に整理して、皆様にご報告したい。 

  （委員） 

   その際、改めて意見を言うことは可能か。 
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  （事務局） 

   パブリックコメントと並行して、皆様にも意見を頂きたいと考えている。 

  （会長） 

   検討会議の結果を踏まえた素案として、パブリックコメントを実施すると思うので、パブリック

コメント前に委員に示して確認いただくのが良いのでは。 

  （事務局） 

   時期の約束はできないが、なるべく早く整理し示したい。 

  （委員） 

   ８月の会議日程はもう決まっているのか。 

  （事務局） 

   改めて、日程の調整をさせていただきたい。 

     

（３） 閉会  

（事務局） 

計３回にわたり、様々な御意見・御要望をいただいた。継続的に検討すべき部分もあるので、

早急に対応方針を整理し、お示しさせていただきたい。今後のスケジュールは先程も説明をした

が、これから内部整理や議会、施策推進協議会等の手続きを進める。これまでの審議・意見に感

謝申し上げるとともに、この条例が皆様にとって良い条例となるよう、また広島県らしい条例に

なるよう、最後まで御支援・御協力をお願いしたい。 



手話言語及び情報コミュニケーションに関する条例の 
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 第２回手話言語及び情報コミュニケーションに関する条例の検討会議 

専門部会（手話言語条例（案）の検討） 

 次   第 
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１ 開  会 

 

２ 手話言語条例の素案（たたき台）に対する意見と対応方針（案） 

 

３ 閉  会 

 

○ 配付資料 
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